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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　車両に搭載され、物標に向けて電磁波を照射し、この反射波を受信することによって物
標までの距離を測定する距離測定装置（１，２）であって、
　当該距離測定装置は、前記車両の表面に配置された基準反射物（５０）に対して電磁波
を照射し、
　更に、
　前記電磁波の照射範囲内において前記基準反射物までの距離を基準距離として、前記電
磁波を照射することによって測定した測定距離と前記基準距離との差を利用して物標まで
の距離を補正する距離補正手段（Ｓ１５０，Ｓ１６０，Ｓ３８０）と、
　物標に対して前記電磁波の射出を指示してから前記反射波の検出が終了するまでの第１
時間を演算する第１時間演算手段（Ｓ１３０，Ｓ１４０）と、
　前記基準反射物に対して前記電磁波の射出を指示してから前記反射波の検出が終了する
までの第２時間を演算する第２時間演算手段（Ｓ２３０～Ｓ２５０）と、
　前記電磁波の射出を指示してから前記反射波の検出が終了するまでの時間のうちの当該
距離測定装置における処理に必要となる時間を表す遅延時間を演算する遅延時間演算手段
（Ｓ３１０）と、
　予め準備された遅延時間と温度との関係を示すマップに従って、前記演算された遅延時
間に応じた温度を推定する温度推定手段（Ｓ３２０）と、
　推定した温度を他の距離測定装置に出力する温度出力手段（Ｓ３３０）と、
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　を備え、
　前記距離補正手段は、前記第１時間から前記第２時間を減算し、前記基準距離に対応し
た時間である第３時間を加算した補正後時間を求め、さらに、該補正後時間に対応する距
離を補正後の距離とする
　ことを特徴とする距離測定装置。
【請求項２】
　請求項１に記載の距離測定装置において、
　前記基準反射物に対する電磁波の射出を行う際に、前記電磁波の出力を低減させる出力
低減手段（Ｓ２２０）、
　を備えたことを特徴とする距離測定装置。
【請求項３】
　車両に搭載され、物標に向けて電磁波を照射し、この反射波を受信することによって物
標までの距離を測定する距離測定装置（１，２）であって、
　前記電磁波の照射範囲内において基準反射物（５０）までの距離を基準距離として、前
記電磁波を照射することによって測定した測定距離と前記基準距離との差を利用して物標
までの距離を補正する距離補正手段（Ｓ１５０，Ｓ１６０，Ｓ３８０）と、
　前記基準反射物に対する電磁波の射出を行う際に、前記電磁波の出力を低減させる出力
低減手段（Ｓ２２０）と、
　前記電磁波の射出を指示してから前記反射波の検出が終了するまでの時間のうちの当該
距離測定装置における処理に必要となる時間を表す遅延時間を演算する遅延時間演算手段
（Ｓ３１０）と、
　予め準備された遅延時間と温度との関係を示すマップに従って、前記演算された遅延時
間に応じた温度を推定する温度推定手段（Ｓ３２０）と、
　推定した温度を他の距離測定装置に出力する温度出力手段（Ｓ３３０）と、
　を備え、
　更に、
　前記距離測定装置は、前記車両の表面に配置された前記基準反射物に対して電磁波を照
射する
　ことを特徴とする距離測定装置。
【請求項４】
　物標に向けて電磁波を照射し、この反射波を受信することによって物標までの距離を測
定する距離測定装置（３）であって、
　他の装置から温度を取得する温度取得手段（Ｓ３６０）と、
　前記電磁波の射出を指示してから前記反射波の検出が終了するまでの時間のうちの当該
距離測定装置における処理に必要となる時間を表す遅延時間を、予め準備された温度と遅
延時間との関係を示すマップに従って推定する遅延時間推定手段（Ｓ３７０）と、
　前記遅延時間に基づいて、前記物標までの距離を補正する遅延補正手段（Ｓ３８０）と
、
　を備え、
　前記他の装置は、請求項１～３までの何れか１項に記載の距離測定装置として構成され
ていること
　を特徴とする距離測定装置。
【請求項５】
　物標に向けて電磁波を照射し、この反射波を受信することによって物標までの距離を測
定する距離測定装置（３）であって、
　他の装置から温度を取得する温度取得手段（Ｓ３６０）と、
　前記電磁波の射出を指示してから前記反射波の検出が終了するまでの時間のうちの当該
距離測定装置における処理に必要となる時間を表す遅延時間を、予め準備された温度と遅
延時間との関係を示すマップに従って推定する遅延時間推定手段（Ｓ３７０）と、
　前記遅延時間に基づいて、前記物標までの距離を補正する遅延補正手段（Ｓ３８０）と
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、
　を備え、
　前記他の装置は、
　物標に向けて電磁波を照射し、この反射波を受信することによって物標までの距離を測
定する距離測定装置（１，２）であって、
　前記電磁波の照射範囲内において予め設けられた基準反射物（５０）までの距離を基準
距離として、前記電磁波を照射することによって測定した測定距離と前記基準距離との差
を利用して物標までの距離を補正する距離補正手段（Ｓ１５０，Ｓ１６０，Ｓ３８０）と
、
　前記電磁波の射出を指示してから前記反射波の検出が終了するまでの時間のうちの当該
距離測定装置における処理に必要となる時間を表す遅延時間を演算する遅延時間演算手段
（Ｓ３１０）と、
　予め準備された遅延時間と温度との関係を示すマップに従って、前記演算された遅延時
間に応じた温度を推定する温度推定手段（Ｓ３２０）と、
　推定した温度を他の距離測定装置に出力する温度出力手段（Ｓ３３０）と、
　を備えたことを特徴とする距離測定装置である、距離測定装置。
【請求項６】
　請求項１～請求項５の何れか１項に記載の距離測定装置において、
　当該距離測定装置は車両に搭載されており、前記車両の表面に配置された基準反射物に
対して電磁波を照射することを特徴とする距離測定装置。
【請求項７】
　請求項１～請求項６の何れか１項に記載の距離測定装置において、
　当該距離測定装置は、
　前記電磁波の照射範囲内の端部に配置された基準反射物に対して電磁波を照射すること
　を特徴とする距離測定装置。
【請求項８】
　コンピュータを、請求項１～請求項７の何れか１項に記載の距離測定装置を構成する各
手段として機能させるための距離測定プログラム。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、物標に向けて電磁波を照射し、この反射波を受信することによって物標まで
の距離を測定する距離測定装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　上記の距離測定装置として、地面までの距離を基準にして、物標までの距離を補正する
ものが知られている（例えば、特許文献１参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００７－２３２４９９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、上記距離測定装置では、地面までの距離や地面による電磁波の反射率が
変化するため距離の補正が不安定になるという問題点があった。
　そこで、このような問題点を鑑み、物標に向けて電磁波を照射し、この反射波を受信す
ることによって物標までの距離を測定する距離測定装置において、距離の補正をより精度
よくできるようにすることを本発明の目的とする。
【課題を解決するための手段】
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【０００５】
　本発明の距離測定装置において距離補正手段は、電磁波の照射範囲内において予め設け
られた基準反射物（５０）までの距離を基準距離として、電磁波を照射することによって
測定した測定距離と、基準距離との差を利用して物標までの距離を補正する。
【０００６】
　すなわち、測定距離と基準距離とは同じ距離となるはずであるが、これらの距離に差が
生じる場合、物標までの距離にも誤差が生じていると考えられる。そこで、本発明では、
測定距離と基準距離と差に応じて物標までの距離を補正するようにしており、測定距離と
基準距離と差を正確に測定できるように、当該距離測定装置との相対位置が固定された基
準反射物までの距離を測定するようにしている。
【０００７】
　このような距離測定装置によれば、基準反射物までの距離が変化することがなく、測定
距離と基準距離と差を正確に測定できるので、物標までの距離の補正をより精度よく行う
ことができる。
【０００８】
　なお、上記目的を達成するためには、コンピュータを、距離測定装置を構成する各手段
として実現するための距離測定プログラムとしてもよい。また、各請求項の記載は、可能
な限りにおいて任意に組み合わせることができる。この際、発明の目的を達成できる範囲
内において一部構成を除外してもよい。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】本発明が適用された第１実施形態の距離測定装置１の概略構成を示すブロック図
である。
【図２】第１実施形態において距離測定装置１および基準反射物５０の配置例を示す上面
図である。
【図３】距離測定装置１において各種信号が出力されるタイミングを示すタイミングチャ
ートである。
【図４】第１実施形態において距離測定装置１の制御部１１（ＣＰＵ１２）が実行する距
離演算処理を示すフローチャートである。
【図５】受光部３０にて得られる反射波の波形の一例を示すグラフである。
【図６】第１実施形態の変形例において距離測定装置１および基準反射物５０の配置例を
示す上面図および側面図である。
【図７】第２実施形態の距離測定装置２，３の概略構成を示すブロック図である。
【図８】第２実施形態において距離測定装置２，３および基準反射物５０の配置例を示す
上面図である。
【図９】第２実施形態において距離測定装置２の制御部１１（ＣＰＵ１２）が実行する距
離演算処理を示すフローチャートである。
【図１０】距離測定装置２において遅延時間から温度を求める際に利用されるマップの一
例を示すグラフである。
【図１１】第２実施形態において距離測定装置３の制御部１１（ＣＰＵ１２）が実行する
距離演算処理を示すフローチャートである。
【図１２】距離測定装置３において温度から遅延時間を求める際に利用されるマップの一
例を示すグラフである。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　以下に本発明にかかる実施の形態を図面と共に説明する。
　［第１実施形態］
　［本実施形態の構成］
　本発明が適用された距離測定装置１は、例えば乗用車等の車両に搭載され、物標（歩行
者、他車両を含む障害物等のターゲット）に向けて電磁波の一種であるレーザ光を照射し
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、この反射波を受光するタイミングに基づいて物標までの距離を測定するレーザレーダと
して構成されている。距離測定装置１は、図１に示すように、距離算出部１０と、発光部
２０と、受光部３０とを備えている。
【００１１】
　距離算出部１０は、発光部２０によるレーザ光の射出を制御するとともに、受光部３０
による受光信号に従って物標までの距離を算出する機能を備えている。詳細には、距離算
出部１０は、制御部１１と、増幅部１５とを備えている。
【００１２】
　また、制御部１１は、ＣＰＵ１２と、ＲＯＭやＲＡＭ等のメモリ１３とを備えたコンピ
ュータとして構成されており、ＣＰＵ１２はメモリ１３に格納されたプログラム（距離測
定プログラムを含む）を実行する。
【００１３】
　制御部１１は、レーザ光を走査するための走査指令を発光部２０に出力するとともに、
レーザ光を射出させるための測定開始発光指示を、増幅部１５を介して発光部２０に出力
する。なお、増幅部１５は、制御部１１からの測定開始発光指示（発光指示）を増幅して
発光部２０に出力するバッファとして構成されている。
【００１４】
　制御部１１には、ＡＤ変換部１７と、距離演算部１８とを備えた測定部１６を備えてい
る。ＡＤ変換部１７は、受光部３０にて得られた受光信号（アナログ値）をデジタル値に
変換する周知のＡＤ変換回路として構成されている。
【００１５】
　距離演算部１８は、ＡＤ変換部１７によるデジタル値に従って物標や基準反射物５０（
図２参照）までの距離を演算する。なお、距離演算部１８は、ＣＰＵ１２による処理とし
て実現される。
【００１６】
　次に、発光部２０は、制御部１１からの指令に従ってレーザ光を所定の照射範囲内に走
査するための構成を備えている。すなわち、発光部２０は、レーザダイオード２１と、レ
ーザ駆動回路２２と、操作部２３と、走査駆動回路２４とを備えている。
【００１７】
　レーザ駆動回路２２は距離演算部１０から発光指示に従ってレーザダイオード２１を発
光させる回路である。操作部２３はレーザダイオード２１から射出されたレーザ光を走査
するために回動駆動可能なミラーを備えており、走査駆動回路２４は、このミラーを駆動
させるための回路である。
【００１８】
　次に、受光部３０は、反射光の強度に応じた電圧を出力するための構成を備えている。
すなわち、受光部３０は、フォトダイオード３１と、増幅回路３２とを備えている。増幅
回路３２は、フォトダイオード３１による信号を増幅して出力するバッファとして構成さ
れている。
【００１９】
　このように構成された距離測定装置１は、例えば、図２に示すように、車両後部の左側
面に配置され、車両の左側方の全領域をレーザ光の照射範囲（走査範囲）内とする。また
、この照射範囲内の端部（例えば、照射範囲の端から全範囲の５％程度以内の範囲内）に
基準反射物５０が配置されている。
【００２０】
　この基準反射物５０は、予め設定された反射率を有する物質が車両の表面（図２の例で
はミラー）に配置されたものであり、発光部２０および受光部３０からの距離が予め設定
された基準距離になるよう設定されている。距離測定装置１（Ｌ）は、レーザ光が基準反
射物５０（Ｂ）に照射されると、この基準反射物５０までの距離を測定し、基準反射物５
０以外の物標（ターゲット（Ｔ））に照射されると、物標までの距離を測定することにな
る。
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【００２１】
　ここで、距離測定装置１においては、距離を測定する際に装置内部での遅延の影響を受
ける。すなわち、図３に示すように、制御部１１が測定開始発光指示を出力してから実際
にレーザ光が射出されるまでには、発光側遅延時間が発生し、フォトダイオード３１に反
射光が入射されて（反射光受光）から距離を測定するまでには、受光側遅延時間が発生す
る。
【００２２】
　そこで、本実施形態では、これらの遅延時間を加味して以下に示す距離演算処理を実施
することになる。
　［本実施形態の処理］
　すなわち、距離測定装置１の制御部１１は、図４に示す距離演算処理を実施する。距離
演算処理は、例えば距離測定装置１においてレーザ光を射出する度に開始される処理であ
る。
【００２３】
　この処理では、まず、基準反射物５０が存在する方向にレーザ光を照射するか否かを判
定する（Ｓ１１０）。この処理では、予め基準反射物５０の方向が記録されており、走査
部１４によりレーザ光を反射させる方向がこの方向であるか否かに応じて判定を行う。
【００２４】
　基準反射物５０が存在する方向にレーザ光を照射しない場合（Ｓ１１０：ＮＯ）、レー
ザ出力を比較的高いＨＩ（ハイ）レベルに設定し（Ｓ１２０）、この設定で発光を実施す
る（Ｓ１３０）。
【００２５】
　すなわち、前述の測定開始発光指示や走査部１４を駆動させるための指令を発光部２０
に対して送信する。この処理が終了すると、直ちに受光部３０にて受光された反射波を受
光するまでの測定時間を演算する（Ｓ１４０）。
【００２６】
　すると、図５（ａ）に示すように、発光を実施してから（測距開始タイミング）から僅
かな時間が経過した後に、発光によるノイズ（発光トリガー）が検出され、その後、物標
（ターゲット）までの距離に応じたタイミングで物標からの反射波が検出される。この処
理では、この反射波が検出されるまでの時間を測定時間として求める。
【００２７】
　続いて、物標が検出されるまでの時間を補正する（Ｓ１５０）。すなわち、測定時間か
ら参考時間を減算し、さらに実時間を加算した時間を補正後時間とする。ここで、参考時
間は、後述するＳ２４０，Ｓ２５０の処理にて求められる、基準反射物５０が検出される
際の測定時間である。
【００２８】
　また、参考時間には、物標を検出する際の測定時間と同様に、前述の発光側遅延時間お
よび受光側遅延時間を含む。なお、この参考時間はメモリ１３において記録されている最
新ものを利用する。
【００２９】
　また、実時間は、基準距離（発光部２０から基準反射物５０を経由して受光部３０に至
る光路の距離）を光が通過する際に要する時間である。このように補正後時間を求めると
、発光側遅延時間および受光側遅延時間については相殺（消去）され、物標までの距離に
対応する時間（発光部２０から物標を経由して受光部３０に至る光路の距離を光が通過す
る際に要する時間）だけを求めることができる。
【００３０】
　続いて、この補正後時間に光速を乗じて２で除した値を補正後距離として求め（Ｓ１６
０）、このような処理が終了すると距離演算処理を終了する。
　ところで、Ｓ１１０の処理において、基準反射物５０が存在する方向にレーザ光を照射
する場合（Ｓ１１０：ＹＥＳ）、レーザ出力を比較的低いＬＯＷ（ロー）レベルに設定し
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（Ｓ２２０）、この設定で発光を実施する（Ｓ２３０）。基準反射物５０に対してレーザ
光を照射する際に、基準反射物５０に対してレーザ光を照射しない場合よりもレーザ光の
出力を低くするのは、物標よりも基準反射物５０までの距離が近く、レーザ光を射出する
際のノイズに基準反射物５０からの反射波が埋もれにくくするためである。
【００３１】
　この処理が終了すると、直ちに受光部３０にて受光された反射波を受光するまでの測定
時間を演算する（Ｓ２４０）。
　この場合においては、図５（ｂ）に示すように、発光を実施してから（測距開始タイミ
ング）から僅かな時間が経過した後に、発光によるノイズ（発光トリガー）が検出され、
そのタイミングに近いタイミングで、基準反射物５０からの反射波が検出される。
【００３２】
　なお、基準反射物５０からの反射波のタイミング検出精度をあげるため、発光ノイズな
どのセンサ内部（距離検出部１０の内部）に起因するノイズと、基準反射物５０からの反
射波との時間間隔を確保するべく、センサと基準反射物５０との距離を一定以上確保する
となおよい（図５（ｂ）の矢印にて示す時間を長く確保できるとよい）。
【００３３】
　続いて、得られた測定時間を参考時間としてメモリ１３内に保持し（Ｓ２５０）、距離
演算処理を終了する。
　［本実施形態による効果］
　以上のように詳述した距離測定装置１において距離算出部１０は、電磁波の照射範囲内
において予め設定された基準距離となる位置に設けられ距離測定装置１との相対位置が固
定された基準反射物５０までの距離を、電磁波を照射することによって測定した測定距離
と、基準距離との差を利用して物標までの距離を補正する。
【００３４】
　このような距離測定装置１によれば、基準反射物５０までの距離が変化することがなく
、測定距離と基準距離と差を正確に測定できるので、物標までの距離の補正をより精度よ
く行うことができる。
【００３５】
　また、上記距離測定装置１において距離算出部１０は、物標に対して電磁波の射出を指
示してから反射波の検出が終了するまでの測定時間（第１時間）を演算し、基準反射物５
０に対して電磁波の射出を指示してから反射波の検出が終了するまでの参考時間（第２時
間）を演算する。そして、距離算出部１０は、測定時間から参考時間を減算し、基準距離
に対応した時間である実時間（第３時間）を加算した補正後時間を求め、さらに、補正後
時間に対応する距離を補正後の距離とする。
【００３６】
　すなわち、参考時間は実時間に装置内部の遅延時間を加算されたものとなり、測定時間
は物標までの距離に対応する時間に遅延時間が加算されたものとなる。このため、測定時
間から参考時間を減算し、この値に実時間を加算すれば、物標までの距離に対応する時間
だけを求めることができる。
【００３７】
　よって、このような距離測定装置１によれば、物標までの距離の補正をより精度よく行
うことができる。
　さらに、上記距離測定装置１において距離算出部１０は、基準反射物５０に対する電磁
波の射出を行う際に、物標に電磁波を照射する場合よりも、電磁波の出力を低減させる。
【００３８】
　このような距離測定装置１によれば、基準反射物５０を比較的近距離に配置せざるを得
ない場合であっても、電磁波を射出する際のノイズを低減することができる。よって、ノ
イズに基準反射物５０からの反射波が埋もれにくくすることができるので、基準反射物５
０までの距離を正確に測定しやすくすることができる。
【００３９】
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　また、上記距離測定装置１において距離算出部１０は、電磁波の照射範囲内の端部に配
置された基準反射物５０に対して電磁波を照射する。
　このような距離測定装置１によれば、照射範囲内の端部は歪みが生じる等、比較的遠距
離に位置する物標の検出には適さない場合があるが、比較的近距離に配置されることが多
い基準反射物５０であれば良好に検出することができる。よって、照射範囲を有効に利用
することができる。
【００４０】
　また、上記距離測定装置１は車両に搭載されており、車両の表面に配置された基準反射
物５０に対して電磁波を照射する。
　このような距離測定装置１によれば、車両に搭載したとしても良好に機能させることが
できる。
【００４１】
　［第１実施形態の変形例］
　上記第１実施形態においては、距離測定装置１および基準反射物５０を車両の側面にお
いて配置したが、この配置以外の配置とすることができる。例えば、図６に示すように、
距離測定装置１を車両の前方がレーザ光の照射範囲内となるように配置し、その照射範囲
内の鉛直方向下側の端部にあたる位置に、基準反射物５０を配置してもよい。
【００４２】
　このようにしても上記第１実施形態と同様の効果を享受することができる。
　［第２実施形態］
　次に、別形態の距離測定装置２，３について説明する。本実施形態（第２実施形態）で
は、第１実施形態の距離測定装置１と異なる箇所のみを詳述し、第１実施形態の距離測定
装置１と同様の箇所については、同一の符号を付して説明を省略する。
【００４３】
　本実施形態においては、距離測定装置２が自装置の温度（車両の雰囲気温度）を示す温
度情報を距離測定装置３に送信し、距離測定装置３は、この温度情報に基づいて測定距離
の補正演算を行うよう構成されている。
【００４４】
　距離測定装置２，３は、図７に示すように、距離算出部１０において通信部１９を備え
ている。通信部１９は、他の距離測定装置と通信を行う通信モジュールとして構成されて
いる。
【００４５】
　距離測定装置２は、図８に示すように、車両の前方がレーザ光の照射範囲内となるよう
に配置されており、その照射範囲内に、基準反射物５０が配置されている。一方、距離測
定装置３は、車両の後方が照射範囲内となるよう配置されており、その照射範囲内には基
準反射物が配置されていない。
【００４６】
　このような距離測定装置２では、図９に示すような距離演算処理を実施する。すなわち
、図４に示した距離演算処理において、Ｓ２５０の処理の後に、Ｓ３１０～Ｓ３３０の処
理を追加して実施する。
【００４７】
　詳細には、図９に示す距離演算処理では、Ｓ２５０の処理において参考時間をメモリ１
３に記録した後、参考時間から実時間を減算することによって遅延時間を求める（Ｓ３１
０）。そして、予めこの距離測定装置２において実験的に求められた遅延時間と温度（雰
囲気温度）との関係を示すマップ（ｍａｐ１）を参照して温度を求める（Ｓ３２０）。
【００４８】
　ここで、このマップにおいては、例えば図１０に示すように、遅延時間を入力すると、
温度が一義的に求まるように設定されている。続いて、この温度の情報を距離測定装置３
に送信し（Ｓ３３０）、距離測定装置２による距離演算処理を終了する。
【００４９】
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　また、距離測定装置３では、図１１に示すような距離演算処理を実施する。距離測定装
置３による距離演算処理では、図４に示した距離演算処理のうちのＳ１２０～Ｓ１４０の
処理を実施し、その後、Ｓ３６０～Ｓ３８０の処理を追加して実施する。
【００５０】
　すなわち、距離測定装置３による距離演算処理では、図１１に示すように、Ｓ１４０の
処理の後、距離測定装置２から送信された温度情報を取得する（Ｓ３６０）。そして、予
めこの距離測定装置３において実験的に求められた温度（雰囲気温度）と遅延時間との関
係を示すマップ（ｍａｐ２）を参照して遅延時間を求める（Ｓ３７０）。
【００５１】
　ここで、このマップにおいては、例えば図１２に示すように、温度を入力すると、遅延
時間が一義的に求まるように設定されている。続いて、補正後時間を求める（Ｓ３８０）
。
【００５２】
　ここでの補正後時間は、測定時間から遅延時間を減算することによって求めることがで
きる。なお、この処理において補正後時間を求める演算式は、Ｓ１５０の処理における演
算式と等価となる。
【００５３】
　続いて、前述のＳ１６０の処理を実施し、距離測定装置３による距離演算処理を終了す
る。
　［第２実施形態の効果］
　以上のように詳述した上記距離測定装置２において距離算出部１０は、電磁波の射出を
指示してから反射波の検出が終了するまでの時間のうちの距離測定装置２における処理に
必要となる時間を表す遅延時間を演算する。そして、予め準備された遅延時間と温度との
関係を示すマップに従って、演算された遅延時間に応じた温度を推定し、推定した温度を
他の距離測定装置２に出力する。
【００５４】
　すなわち、遅延時間は温度に応じて変化することが実験的に求められたため、遅延時間
から温度を推定するようにしている。したがって、このような距離測定装置２によれば、
遅延時間から推定された温度を他の距離測定装置２に提供するので、他の距離測定装置２
が遅延時間を測定できない場合であっても、温度から遅延時間を推定できるようにするこ
とができる。
【００５５】
　さらに、上記距離測定装置３において距離算出部１０は、他の装置から温度を取得し、
電磁波の射出を指示してから反射波の検出が終了するまでの時間のうちの距離測定装置３
における処理に必要となる時間を表す遅延時間を、予め準備された温度と遅延時間との関
係を示すマップに従って推定する。そして、遅延時間に基づいて、物標までの距離を補正
する。
【００５６】
　このような距離測定装置３によれば、取得した温度に基づいて遅延時間を推定すること
ができるので、遅延時間を利用した距離の補正を正確に行うことができる。
　また、このような距離測定装置３によれば、他の距離測定装置３の遅延時間に基づく正
確な温度を取得することができるので、物標までの距離を正確に測定することができる。
【００５７】
　［第２実施形態の変形例］
　上記第２実施形態においては、距離測定装置２，３の温度特性が異なる場合であっても
有効に機能するのであるが、距離測定装置２，３の温度特性が同じである場合には、参考
時間を通信で送受信するよう構成し、距離測定装置３では参考時間を利用して補正後時間
を求めるようにすればよい。すなわち、図１１に示す距離演算処理においては、Ｓ３８０
の処理に換えて、図４に示すＳ１５０の処理を実施すればよい。
【００５８】
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　このようにしても上記第２実施形態と同様の効果を享受できる。
　［その他の実施形態］
　本発明は、上記の実施形態によって何ら限定して解釈されない。また、上記の実施形態
の構成の一部を、課題を解決できる限りにおいて省略した態様も本発明の実施形態である
。また、上記の複数の実施形態を適宜組み合わせて構成される態様も本発明の実施形態で
ある。また、特許請求の範囲に記載した文言のみによって特定される発明の本質を逸脱し
ない限度において考え得るあらゆる態様も本発明の実施形態である。また、上記の実施形
態の説明で用いる符号を特許請求の範囲にも適宜使用しているが、各請求項に係る発明の
理解を容易にする目的で使用しており、各請求項に係る発明の技術的範囲を限定する意図
ではない。
【００５９】
　例えば、上記実施形態においては、レーザ光を用いて距離の測定を行ったが、他の光波
や電波等の電磁波を用いて距離の測定を行ってもよい。
　また、図２において距離測定装置１を示す位置には発光部２０および受光部３０が配置
されていればよく、距離測定装置１のうちの距離算出部１０については距離測定装置１を
示す位置に配置されている必要はない。
【００６０】
　［実施形態の構成と本発明の手段との対応関係］
　上記実施形態において制御部１１が実行する処理のうちの、Ｓ１３０，Ｓ１４０の処理
は本発明でいう第１時間演算手段に相当し、上記実施形態におけるＳ１５０，Ｓ１６０，
Ｓ３８０の処理は本発明でいう距離補正手段に相当する。また、上記実施形態におけるＳ
２２０の処理は本発明でいう出力低減手段に相当し、上記実施形態におけるＳ２３０～Ｓ
２５０の処理は本発明でいう第２時間演算手段に相当する。
【００６１】
　さらに、上記実施形態におけるＳ３１０の処理は本発明でいう遅延時間演算手段に相当
し、上記実施形態におけるＳ３２０の処理は本発明でいう温度推定手段に相当する。また
、上記実施形態におけるＳ３３０の処理は本発明でいう温度出力手段に相当し、上記実施
形態におけるＳ３６０の処理は本発明でいう温度取得手段に相当する。
【００６２】
　さらに、上記実施形態におけるＳ３７０の処理は本発明でいう遅延時間推定手段に相当
し、上記実施形態におけるＳ３８０の処理は本発明でいう遅延補正手段に相当する。
　また、上記実施形態における測定時間は本発明での第１時間と対応し、上記実施形態に
おける参考時間は本発明での第２時間と対応し、上記実施形態における実時間は本発明で
の第３時間と対応する。
【符号の説明】
【００６３】
　１～３…距離測定装置、１０…距離算出部、１１…制御部、１２…ＣＰＵ、１３…メモ
リ、１４…走査部、１５…増幅部、１６…測定部、１７…ＡＤ変換部、１８…距離演算部
、１９…通信部、２０…発光部、２１…レーザダイオード、２２…レーザ駆動回路、２３
…操作部、２４…走査駆動回路、３０…受光部、３１…フォトダイオード、３２…増幅回
路、５０…基準反射物。
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